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総括研究報告書 

 

地方自治体および地域コミュニティー単位の子宮頸がん予防対策が 
若年女性の意識と行動に及ぼす効果の実効性の検証 

 

研究代表者：宮城 悦子 横浜市立大学附属病院 化学療法センター長 准教授 

研究要旨 

本研究は、横浜市と神奈川県を中心とした行政および地域コミュニティー単位の子宮頸がん予

防対策の現状分析により、子宮頸がん検診とヒトパピローマウイルス（Human Papillomavirus, HPV）

ワクチンを統合した将来的な子宮頸がん予防戦略の重要な課題を明らかにし、その解決策を見い

だすことを目的とした。 

疫学的検討では、子宮頸がんの罹患と死亡の若年化の傾向を客観的に把握することを試み

た。子宮頸がんの罹患数・死亡数は、全国的にも神奈川県においても減少していなかった。神奈

川県において 20 歳代の年齢階級別粗死亡率は増加し、20～40 歳代の年齢階級別粗罹患率も増

加していた一方で、50 歳以上では両者が減少していた。 

神奈川県行政への調査として、2011 年度には県内 33 市町村に対して「子宮がん検診、子宮頸

がん予防ワクチンについての市町村担当者アンケート」を施行し、検診の個人通知及び再勧奨が

受診率向上に寄与することが判明した。また 2012 年度には、市町村の担当部署が対象者の検診

履歴の把握をどのように行っているか、特に個人通知と再勧奨の実態について注目したアンケート

調査を行った。その結果、無料クーポン券事業を除く通常検診における未受診者への再勧奨を行

っている自治体がなく、検診対象者の把握の根底となる台帳作成の未整備、予算および人材の不

足など、個別勧奨および未受診者に対する再勧奨を行うには困難が伴う現状が浮き彫りになっ

た。また若年層への働きかけは クーポン効果が減弱することを最小限に留める可能性があり、今

後 Reminder & Recall の介入を行政とタイアップの上、受診率向上に対する直接効果を本邦で評

価していくことの必要性が示唆された。 

地域コミュニティーに密着した調査として、HPV ワクチン接種を希望して受診した横浜市立大学

附属病院医療関係者に対する子宮頸がん予防に関するアンケート調査を施行した。対象となった

医療関係者の頸がん検診受診率は 51.6％であり、日本の一般女性と比較して高いものであった

が、先進諸外国に比較すると著しく低かった。また異なるサービスを提供する 2 施設（横浜市立市

民病院検診センターの施設検診および神奈川県予防医学協会のバス検診）における、休日検診

の有用性を検討する後方視的解析で、施設検診では休日は平日に比して若年の初回検診受診

者が多く、結果として要精検率、頸がん発見率が高くなっており、休日検診など、検診受診の利便

性を高めることで検診の有用性が高い集団を呼び寄せている可能性が示唆された。一方、バス検

診では休日の初回受診者が少なく要精検率、頸がん発見率は平日と差異がないが、リピーターに

対して安定したサービスを提供している実情が明らかになった。 

異なるサービスを提供する 2 つの自治体（横浜市と相模原市、両市ともに政令指定都市）にお
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が特に 20 代で低いこと
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関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、

子宮頸がん予防の中心的対象となる若年

者が子宮頸がん予防に対しどのような知識

や考え方を持つか

程度か

かを経年的に調査し

進因子をあきらかにすることで

活動の基礎データとすることを目的とした

 ソーシャルネットワークサイトを用いた若5.

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

動調査に関する研究

本

関係者に周知するために、

浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクト」の

呼称のホームページ（

イスブック（

ネットワークサイト

利用状況、市民公開講座し、

ーゲットとした

検証することを目的とした

 

 研究方法B.

 子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に1.

関する研究

以下のデータ

数・死亡数

① 国立がん研究センターがん対策情報セ

ンター（以下、国立がん研究センター）

② 神 奈 川 県 悪性 新 生 物 登録 （

2008

730

③ 日本産科婦人科学会婦人科腫瘍委員

会報告

④ 神奈川県産科婦人科医会による婦人

科悪性腫瘍登録集計報告

⑤ 横浜市立大学産婦人科の患者データ

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、2011 年度からの

子宮頸がん予防の中心的対象となる若年

者が子宮頸がん予防に対しどのような知識

や考え方を持つか

程度か、子宮頸がん検診受診率はどの程度

かを経年的に調査し

進因子をあきらかにすることで

活動の基礎データとすることを目的とした

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

動調査に関する研究

本研究事業の全体像を一般市民や行政

関係者に周知するために、

浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクト」の

呼称のホームページ（

イスブック（FB）、ツイッターなどの

ネットワークサイト(SNS)

状況、市民公開講座し、

ーゲットとした頸がん予防啓発への有効性を

検証することを目的とした

研究方法 

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

関する研究 

以下のデータについて

数・死亡数、罹患率・死亡率を分析した

国立がん研究センターがん対策情報セ

ンター（以下、国立がん研究センター）

神 奈 川 県 悪性 新 生 物 登録 （

2008 年の原発部位不明な「子宮がん」

730 例について遡り調査を行った。）

日本産科婦人科学会婦人科腫瘍委員

会報告 

神奈川県産科婦人科医会による婦人

科悪性腫瘍登録集計報告

横浜市立大学産婦人科の患者データ

関する研究－定点モニタリングのデータ

年度からの 3 年間の比較－

子宮頸がん予防の中心的対象となる若年

者が子宮頸がん予防に対しどのような知識

や考え方を持つか、ワクチンの接種率はどの

子宮頸がん検診受診率はどの程度

かを経年的に調査し、子宮頸がん予防の促

進因子をあきらかにすることで

活動の基礎データとすることを目的とした

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

動調査に関する研究 

事業の全体像を一般市民や行政

関係者に周知するために、2011

浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクト」の

呼称のホームページ（HP）を立ち上げ、フェ

）、ツイッターなどの

(SNS)とも連動させた。その

状況、市民公開講座し、若年

頸がん予防啓発への有効性を

検証することを目的とした。 

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

について子宮頸がんの罹患

、罹患率・死亡率を分析した

国立がん研究センターがん対策情報セ

ンター（以下、国立がん研究センター）

神 奈 川 県 悪性 新 生 物 登録 （

年の原発部位不明な「子宮がん」

例について遡り調査を行った。）

日本産科婦人科学会婦人科腫瘍委員

神奈川県産科婦人科医会による婦人

科悪性腫瘍登録集計報告

横浜市立大学産婦人科の患者データ

関する研究－定点モニタリングのデータ

年間の比較－

子宮頸がん予防の中心的対象となる若年

者が子宮頸がん予防に対しどのような知識

ワクチンの接種率はどの

子宮頸がん検診受診率はどの程度

子宮頸がん予防の促

進因子をあきらかにすることで、今後の普及

活動の基礎データとすることを目的とした。

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

事業の全体像を一般市民や行政

2011 年度に「横

浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクト」の

）を立ち上げ、フェ

）、ツイッターなどのソーシャル

動させた。その

若年女性をタ

頸がん予防啓発への有効性を

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

子宮頸がんの罹患

、罹患率・死亡率を分析した。 

国立がん研究センターがん対策情報セ

ンター（以下、国立がん研究センター）

神 奈 川 県 悪性 新 生 物 登録 （ 1998

年の原発部位不明な「子宮がん」

例について遡り調査を行った。） 

日本産科婦人科学会婦人科腫瘍委員

神奈川県産科婦人科医会による婦人

科悪性腫瘍登録集計報告 

横浜市立大学産婦人科の患者データ

6 

関する研究－定点モニタリングのデータ

年間の比較－ 

子宮頸がん予防の中心的対象となる若年

者が子宮頸がん予防に対しどのような知識

ワクチンの接種率はどの

子宮頸がん検診受診率はどの程度

子宮頸がん予防の促

今後の普及

。 

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

事業の全体像を一般市民や行政

年度に「横

浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクト」の

）を立ち上げ、フェ

ソーシャル

動させた。その

をタ

頸がん予防啓発への有効性を

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

子宮頸がんの罹患

 

国立がん研究センターがん対策情報セ

ンター（以下、国立がん研究センター） 

1998 ～

年の原発部位不明な「子宮がん」

 

日本産科婦人科学会婦人科腫瘍委員

神奈川県産科婦人科医会による婦人

横浜市立大学産婦人科の患者データ 

2.

1）

項目の策定のために、少数の市町村に出

向き、聞き取り調査を行った。

2）

に対し

及び

郵送した。

考

ンケートでは、無料クーポン券事業と通

常検診業務に分けた上で、

と未受診者へ再勧奨の有無に注目し経時

的変化に着目した。また個別勧奨以外に

行われている広報の方法、担当者が把握

する検診対象者および受診者の台帳の有

無と内容項目･管理体制、今後、通常検診

の個人通知や再勧奨の実施予定があるか

否か、将来的に対応可能なことを再勧奨

の視点から調査した。

3.

1）

から

防外来」で

った病院•医学部職員

族に同意を得て

接種終了時の

 神奈川県における子宮頸がん検診の現2.

状と課題に関する研究

子宮頸がん予防ワクチンについての市

町村アンケートから

 パイロット調査）

2011 年度、

項目の策定のために、少数の市町村に出

向き、聞き取り調査を行った。

 アンケート調査）

神奈川県内

に対して、パイロット調査を元に

及び 2012 年に

郵送した。2011

考資料１（P3

ンケートでは、無料クーポン券事業と通

常検診業務に分けた上で、

と未受診者へ再勧奨の有無に注目し経時

的変化に着目した。また個別勧奨以外に

行われている広報の方法、担当者が把握

する検診対象者および受診者の台帳の有

無と内容項目･管理体制、今後、通常検診

の個人通知や再勧奨の実施予定があるか

否か、将来的に対応可能なことを再勧奨

の視点から調査した。

 地域・職場コミュニティーにおける子宮頸3.

がん予防に関する意識と、異なるサービ

ス下における頸がん検診、

接種受診状

 横浜市立大学医学部コミュニティーにお）

ける子宮頸がん予防外来を受診した医

療関係者の意識の解析

横浜市立大学附属病院にて

から 12 月までの

防外来」で H

った病院•医学部職員

族に同意を得て

接種終了時の

神奈川県における子宮頸がん検診の現

状と課題に関する研究

子宮頸がん予防ワクチンについての市

町村アンケートから－ 

パイロット調査 

、2012 年度アンケートの質問

項目の策定のために、少数の市町村に出

向き、聞き取り調査を行った。

アンケート調査 

神奈川県内 33 市町村の検診担当部署

パイロット調査を元に

年に作成したアンケート用紙を

2011 年度アンケート内容は

33～）に示す。

ンケートでは、無料クーポン券事業と通

常検診業務に分けた上で、

と未受診者へ再勧奨の有無に注目し経時

的変化に着目した。また個別勧奨以外に

行われている広報の方法、担当者が把握

する検診対象者および受診者の台帳の有

無と内容項目･管理体制、今後、通常検診

の個人通知や再勧奨の実施予定があるか

否か、将来的に対応可能なことを再勧奨

の視点から調査した。 

地域・職場コミュニティーにおける子宮頸

がん予防に関する意識と、異なるサービ

ス下における頸がん検診、

接種受診状況に関する研究

横浜市立大学医学部コミュニティーにお

ける子宮頸がん予防外来を受診した医

療関係者の意識の解析

横浜市立大学附属病院にて

月までの 1年間に「子宮頸がん予

HPV ワクチンの自費接種を行

った病院•医学部職員、学生および職員家

族に同意を得て、ワクチン初回接種時と

接種終了時の 2回、アンケートを施行し

神奈川県における子宮頸がん検診の現

状と課題に関する研究－子宮がん検診、

子宮頸がん予防ワクチンについての市

 

アンケートの質問

項目の策定のために、少数の市町村に出

向き、聞き取り調査を行った。 

市町村の検診担当部署

パイロット調査を元に 2011

アンケート用紙を

年度アンケート内容は

に示す。2012 年度のア

ンケートでは、無料クーポン券事業と通

常検診業務に分けた上で、特に個別勧奨

と未受診者へ再勧奨の有無に注目し経時

的変化に着目した。また個別勧奨以外に

行われている広報の方法、担当者が把握

する検診対象者および受診者の台帳の有

無と内容項目･管理体制、今後、通常検診

の個人通知や再勧奨の実施予定があるか

否か、将来的に対応可能なことを再勧奨

地域・職場コミュニティーにおける子宮頸

がん予防に関する意識と、異なるサービ

ス下における頸がん検診、HPV ワクチン

況に関する研究 

横浜市立大学医学部コミュニティーにお

ける子宮頸がん予防外来を受診した医

療関係者の意識の解析 

横浜市立大学附属病院にて2010年

年間に「子宮頸がん予

ワクチンの自費接種を行

学生および職員家

、ワクチン初回接種時と

アンケートを施行し

神奈川県における子宮頸がん検診の現

子宮がん検診、

子宮頸がん予防ワクチンについての市

アンケートの質問

項目の策定のために、少数の市町村に出

市町村の検診担当部署

2011 年

アンケート用紙を

年度アンケート内容は参

年度のア

ンケートでは、無料クーポン券事業と通

個別勧奨

と未受診者へ再勧奨の有無に注目し経時

的変化に着目した。また個別勧奨以外に

行われている広報の方法、担当者が把握

する検診対象者および受診者の台帳の有

無と内容項目･管理体制、今後、通常検診

の個人通知や再勧奨の実施予定があるか

否か、将来的に対応可能なことを再勧奨

地域・職場コミュニティーにおける子宮頸

がん予防に関する意識と、異なるサービ

ワクチン

横浜市立大学医学部コミュニティーにお

ける子宮頸がん予防外来を受診した医

年1月

年間に「子宮頸がん予

ワクチンの自費接種を行

学生および職員家

、ワクチン初回接種時と

アンケートを施行し、



健康意識の高いことが予想される本集団

における子宮頸がん予防への意識と

ワクチン接種を契機とした意識•行動変

容を解析した

 子宮頸がん検診の若年受診者増加への2）

取り組み

日検診の比較

2006

年間に

ーの任意検診（人間ドック型施設検診・

以下施設検診）で頸がん検診を受診した

16，619

している移動式の自治体による対策検診

（以下バス検診）

について

診者の背景

がん含む）発見率

ことで休日検診の有効性について検討し

た。 

 政令指定都市3）

る子宮頸がん予防

についての研究

横浜市および相模原市における担当部

署の協力を得て

検診システムや子宮頸がん予防普及・啓発

活動の比較、子宮頸がん検診受診者数と受

診率の年度推移などの受診状況について比

較検討した。同様に

成体制および接種状況を比較検討した。

 女子大学生の子宮頸がん予防と行動に4.

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、

大学新入生を対象とした調査は

2013

市立大学医学部で

月に本調査に参加した当時の新入生

2013

健康意識の高いことが予想される本集団

における子宮頸がん予防への意識と

ワクチン接種を契機とした意識•行動変

容を解析した。 

子宮頸がん検診の若年受診者増加への

取り組み－2 施設における平日検診と休

日検診の比較

2006 年 4 月から

年間に横浜市立市民病院がん検診センタ

ーの任意検診（人間ドック型施設検診・

以下施設検診）で頸がん検診を受診した

619 人と神奈川県予防医学協会で実施

している移動式の自治体による対策検診

（以下バス検診）

について、平日受診者と休日受診者の受

診者の背景、要精検率、頸がん（上皮内

がん含む）発見率

ことで休日検診の有効性について検討し

 

政令指定都市

る子宮頸がん予防

についての研究

横浜市および相模原市における担当部

署の協力を得て、

検診システムや子宮頸がん予防普及・啓発

活動の比較、子宮頸がん検診受診者数と受

診率の年度推移などの受診状況について比

較検討した。同様に

成体制および接種状況を比較検討した。

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、2011 年

大学新入生を対象とした調査は

2013 年度 4 月に横浜国立大学および横浜

市立大学医学部で

月に本調査に参加した当時の新入生

2013 年度 3 年生となっている女子学生

健康意識の高いことが予想される本集団

における子宮頸がん予防への意識と

ワクチン接種を契機とした意識•行動変

 

子宮頸がん検診の若年受診者増加への

施設における平日検診と休

日検診の比較－ 

月から 2012 年 3

横浜市立市民病院がん検診センタ

ーの任意検診（人間ドック型施設検診・

以下施設検診）で頸がん検診を受診した

人と神奈川県予防医学協会で実施

している移動式の自治体による対策検診

（以下バス検診）を受診した

平日受診者と休日受診者の受

、要精検率、頸がん（上皮内

がん含む）発見率を後方視的に

ことで休日検診の有効性について検討し

政令指定都市 横浜市・相模原市におけ

る子宮頸がん予防対策とそのアウトカム

についての研究 

横浜市および相模原市における担当部

、両市における子宮頸がん

検診システムや子宮頸がん予防普及・啓発

活動の比較、子宮頸がん検診受診者数と受

診率の年度推移などの受診状況について比

較検討した。同様に HPV ワクチン接種の助

成体制および接種状況を比較検討した。

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

年度からの 3 年間の比較－

大学新入生を対象とした調査は

横浜国立大学および横浜

市立大学医学部で施行した。また、

月に本調査に参加した当時の新入生

年生となっている女子学生

健康意識の高いことが予想される本集団

における子宮頸がん予防への意識と、HPV

ワクチン接種を契機とした意識•行動変

子宮頸がん検診の若年受診者増加への

施設における平日検診と休

3 月までの 6

横浜市立市民病院がん検診センタ

ーの任意検診（人間ドック型施設検診・

以下施設検診）で頸がん検診を受診した

人と神奈川県予防医学協会で実施

している移動式の自治体による対策検診

受診した 132,988 人

平日受診者と休日受診者の受

、要精検率、頸がん（上皮内

後方視的に解析する

ことで休日検診の有効性について検討し

横浜市・相模原市におけ

対策とそのアウトカム

横浜市および相模原市における担当部

両市における子宮頸がん

検診システムや子宮頸がん予防普及・啓発

活動の比較、子宮頸がん検診受診者数と受

診率の年度推移などの受診状況について比

ワクチン接種の助

成体制および接種状況を比較検討した。 

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

年間の比較－

大学新入生を対象とした調査は 2011～

横浜国立大学および横浜

施行した。また、2011 年

月に本調査に参加した当時の新入生で

年生となっている女子学生にも

7 

健康意識の高いことが予想される本集団

HPV

ワクチン接種を契機とした意識•行動変

子宮頸がん検診の若年受診者増加への

施設における平日検診と休

6

横浜市立市民病院がん検診センタ

ーの任意検診（人間ドック型施設検診・

以下施設検診）で頸がん検診を受診した

人と神奈川県予防医学協会で実施

している移動式の自治体による対策検診

人

平日受診者と休日受診者の受

、要精検率、頸がん（上皮内

解析する

ことで休日検診の有効性について検討し

横浜市・相模原市におけ

対策とそのアウトカム

横浜市および相模原市における担当部

両市における子宮頸がん

検診システムや子宮頸がん予防普及・啓発

活動の比較、子宮頸がん検診受診者数と受

診率の年度推移などの受診状況について比

ワクチン接種の助

 

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

年間の比較－ 

横浜国立大学および横浜

年 4

にも

同調査を行った。無記名自己記入

ケート

ん

識

χ

5％（両側）とした

については

区間の重複がないものを統計学的に差があ

ると解釈した

5.

ェクト」の

発目的の

参加者の属性の分析を行った。

神奈川県在住の女性で、

宮頸がん予防プロジェクト

上の研究参加勧誘バナーより

ッブサイトにアクセスし参加登録した

象者

り文書による研究参加の同意書を郵送し

文書による同意が得られた者に対して独

立したアンケートサイトへの誘導を

ールにて行い、期間内の回答数と参加者

の背景、頸がん予防意識と行動を調査し

た。

C.

1.

究センターのデータでは

以降増加し、

神奈川県悪性新生物登録では

が

同調査を行った。無記名自己記入

ケートを用いて

ん検診受診歴

識などを調査した

χ二乗検定を用いた

％（両側）とした

については、95

区間の重複がないものを統計学的に差があ

ると解釈した。

 ソーシャルネットワークサイトを用いた若5.

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•

動調査に関する研究

「横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジ

ェクト」の HP

発目的の市民公開イベント参加者を募り、

参加者の属性の分析を行った。

また、16 歳～

神奈川県在住の女性で、

宮頸がん予防プロジェクト

上の研究参加勧誘バナーより

ッブサイトにアクセスし参加登録した

象者に調査研究を行った。

り文書による研究参加の同意書を郵送し

文書による同意が得られた者に対して独

立したアンケートサイトへの誘導を

ールにて行い、期間内の回答数と参加者

の背景、頸がん予防意識と行動を調査し

た。 

 

 結果  C.

 子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に1.

関する研究

浸潤子宮頸がん

究センターのデータでは

以降増加し、2012

神奈川県悪性新生物登録では

が比較可能な

同調査を行った。無記名自己記入

を用いて、HPV ワクチン接種歴

検診受診歴、子宮頸がん予防に関する知

を調査した。2 群間の割合の比較には

二乗検定を用いた。統計学的有意水準は

％（両側）とした。知識を問う問題の正解率

95％信頼区間を算出し

区間の重複がないものを統計学的に差があ

。  

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•

動調査に関する研究 

「横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジ

HP を通じて子宮頸がん予防啓

市民公開イベント参加者を募り、

参加者の属性の分析を行った。

歳～35 歳（研究同意時点

神奈川県在住の女性で、

宮頸がん予防プロジェクト

上の研究参加勧誘バナーより

ッブサイトにアクセスし参加登録した

調査研究を行った。

り文書による研究参加の同意書を郵送し

文書による同意が得られた者に対して独

立したアンケートサイトへの誘導を

ールにて行い、期間内の回答数と参加者

の背景、頸がん予防意識と行動を調査し

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

関する研究 

子宮頸がんの死亡数は、国立がん研

究センターのデータでは 1975

2012 年には 2

神奈川県悪性新生物登録では

比較可能な1990年の137

同調査を行った。無記名自己記入式の

ワクチン接種歴、頸が

子宮頸がん予防に関する知

群間の割合の比較には

統計学的有意水準は

知識を問う問題の正解率

％信頼区間を算出し、信頼

区間の重複がないものを統計学的に差があ

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•

 

「横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジ

子宮頸がん予防啓

市民公開イベント参加者を募り、

参加者の属性の分析を行った。 

研究同意時点

神奈川県在住の女性で、横浜・神奈川子

宮頸がん予防プロジェクト HP または

上の研究参加勧誘バナーより研究用ウェ

ッブサイトにアクセスし参加登録した

調査研究を行った。研究事務局よ

り文書による研究参加の同意書を郵送し

文書による同意が得られた者に対して独

立したアンケートサイトへの誘導を

ールにて行い、期間内の回答数と参加者

の背景、頸がん予防意識と行動を調査し

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

死亡数は、国立がん研

1975 年の 1,533

2,712 人に達した

神奈川県悪性新生物登録では、電子データ

137人から横ばいで

式のアン

、頸が

子宮頸がん予防に関する知

群間の割合の比較には、

統計学的有意水準は

知識を問う問題の正解率

信頼

区間の重複がないものを統計学的に差があ

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

「横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジ

子宮頸がん予防啓

市民公開イベント参加者を募り、

研究同意時点）の

横浜・神奈川子

または FB

研究用ウェ

ッブサイトにアクセスし参加登録した対

研究事務局よ

り文書による研究参加の同意書を郵送し、

文書による同意が得られた者に対して独

立したアンケートサイトへの誘導を Eメ

ールにて行い、期間内の回答数と参加者

の背景、頸がん予防意識と行動を調査し

子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

死亡数は、国立がん研

533 人

人に達した。

電子データ

横ばいで
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2011 年に 149 人であった（図 1）。 

浸潤子宮頸がんの罹患数は、国立がん

研究センターのデータでは 1990 年代まで減

少、以降増加に転じ、1994 年の 7,057 人から

2008 年に 9,794 人へ増加していた。神奈川

県悪性新生物登録では、1990 年の 412 人か

ら 2009 年の 439 人と横ばいであった。 

子宮頸部上皮内がんの罹患数は、国立

がん研究センターのデータでは、1975 年以

降増加しており、2008 年には 10,941 人に達

した。神奈川県悪性新生物登録では 1990

年の 96 例から 2009 年に 308 人に増加した。 

浸潤子宮頸がんの年齢調整死亡率は、

国立がん研究センターのデータでは、1960

年代に 4.5～5.0 人（人口 10 万人当たり）から

1990 年の 2.5 人（女性人口 10 万人当たり）

まで減少し、その後 2012 年までは 2.5～2.8

人前後で横ばいであった（図 2）。神奈川県

悪性新生物登録による年齢階級別粗死亡

率は、1990 年以降の変化を 20 歳代・30～40

歳代・50 歳以上の 3 群で比較すると、20 歳

代では増加し、30～40 歳代では横ばいであ

った。50 歳以上では減少していた（図 3）。 

浸潤子宮頸がんの年齢調整罹患率は、

国立がん研究センターのデータでは、1975

年に 17.5 人（女性人口 10 万人当たり）であ

ったものが 1999 年に 9.0 人まで減少したの

ち増加に転じ、最新の 2008 年には 13.0 人

（女性人口 10 万人当たり）となった。子宮頸

部上皮内がんは 1975 年以降増加し、2008

年には 18.7 人（人口 10 万人当たり）であった。

神奈川県悪性新生物登録では、浸潤子宮

頸がんでは 1990 年以降 2009 年にかけて減

少し、子宮頸部上皮内がんでは 1990 年以

降増加していた。年齢階級別粗罹患率は、

浸潤子宮頸がんおよび子宮頸部上皮内が

んの両方で 20 歳代および 30～40 歳代で増

加し、50 歳以上では減少していた。 

2003 年以降の進行がん比率（臨床進行期

Ⅲ・Ⅳ）は、日本産科婦人科学会婦人科腫

瘍委員会報告では 20%台、横浜市立大学産

婦人科の患者データでは 40～50%を推移し

ていた。 

神奈川県産科婦人科医会による婦人科

悪性腫瘍登録集計報告では、1992～2010

年の間の浸潤子宮頸がん症例数は 400～

500 例で横ばいであった。子宮頸部上皮内

がんの治療症例数は 1992 年の 159 例から

2010 年の 574 例へと増加した。 

1998～2008 年の間に神奈川県悪性新生

物登録に原発部位不明な「子宮がん」と登録

されていた 730 例のうち 608 症例（83.2％）に

郵送調査に対し返信があった。92 例（12.6％）

が子宮頸がん、172 例（23.6％）が子宮体が

んであった。遡り調査不能であった理由の多

くは、診療録保存義務を超過したために診

療録が廃棄されていたことであった。
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 神奈川県における子宮頸がん検診の現2.

状と課題に関する研究

子宮頸がん予防ワクチンについての市

町村アンケートから

 パイロット調査結果1）

① 個別勧奨に関して、一般事業の子宮がん

検診と無料クーポン事業とを混同しやす

い。

② 検診対象者の履歴を台帳管理することに

ついては、部局の枠を超えた対応が難し

い。

③ 無料クーポン事業で個別勧奨ができたの

だから、一般事業でも個別勧奨は可能な

はずであるが予算、人員の限界があり難

しい。

④ 再勧奨についても、台帳管理の未整備が

あり実現にはハードルが高い。

 アンケート調査結果2）

子宮がん検診担当者

考資料

送した結果

2012年度回答は

で子宮

2011

回数を

均は21.8

報の回数

していないことが判明した

検診に対する個別勧奨を行っていたのは

市町村で

差は認めなかったが、クーポン券の

は、検診受診率上位

23.5％以上）では

村（受診率

傾向が見られた。クーポン券発送が個別勧

神奈川県における子宮頸がん検診の現

状と課題に関する研究

子宮頸がん予防ワクチンについての市

町村アンケートから

パイロット調査結果

個別勧奨に関して、一般事業の子宮がん

検診と無料クーポン事業とを混同しやす

い。 

検診対象者の履歴を台帳管理することに

ついては、部局の枠を超えた対応が難し

い。 

無料クーポン事業で個別勧奨ができたの

だから、一般事業でも個別勧奨は可能な

はずであるが予算、人員の限界があり難

しい。 

再勧奨についても、台帳管理の未整備が

あり実現にはハードルが高い。

アンケート調査結果

子宮がん検診担当者

考資料１ P33～）

た結果、2011

年度回答は30

子宮（頸）がん検診が行われていた。

2011年度回答では、

回数を年5回以上とした

21.8％、4回以下では

報の回数は子宮がん検診受診率には貢献

していないことが判明した

検診に対する個別勧奨を行っていたのは

市町村で、個別勧奨

差は認めなかったが、クーポン券の

は、検診受診率上位

％以上）では18.6

村（受診率21.4％以下）では

傾向が見られた。クーポン券発送が個別勧

神奈川県における子宮頸がん検診の現

状と課題に関する研究－子宮がん検診、

子宮頸がん予防ワクチンについての市

町村アンケートから－ 

パイロット調査結果 

個別勧奨に関して、一般事業の子宮がん

検診と無料クーポン事業とを混同しやす

検診対象者の履歴を台帳管理することに

ついては、部局の枠を超えた対応が難し

無料クーポン事業で個別勧奨ができたの

だから、一般事業でも個別勧奨は可能な

はずであるが予算、人員の限界があり難

再勧奨についても、台帳管理の未整備が

あり実現にはハードルが高い。

アンケート調査結果 

子宮がん検診担当者アンケート用紙

）を33市町村の担当者に発

2011年度回答は24

30市町村で、全て

がん検診が行われていた。

年度回答では、広報誌による広報の

回以上とした9市町村の受診率平

回以下では25.3

宮がん検診受診率には貢献

していないことが判明した。一方、子宮がん

検診に対する個別勧奨を行っていたのは

個別勧奨の有無による

差は認めなかったが、クーポン券の

は、検診受診率上位16市町村（受診率

18.6％に対し、下位

％以下）では20.0

傾向が見られた。クーポン券発送が個別勧

神奈川県における子宮頸がん検診の現

子宮がん検診、

子宮頸がん予防ワクチンについての市

個別勧奨に関して、一般事業の子宮がん

検診と無料クーポン事業とを混同しやす

検診対象者の履歴を台帳管理することに

ついては、部局の枠を超えた対応が難し

無料クーポン事業で個別勧奨ができたの

だから、一般事業でも個別勧奨は可能な

はずであるが予算、人員の限界があり難

再勧奨についても、台帳管理の未整備が

あり実現にはハードルが高い。 

アンケート用紙（参

市町村の担当者に発

24市町村、

市町村で、全ての市町村

がん検診が行われていた。 

広報誌による広報の

市町村の受診率平

25.3％であり、広

宮がん検診受診率には貢献

。一方、子宮がん

検診に対する個別勧奨を行っていたのは17

の有無による受診率の

差は認めなかったが、クーポン券の使用率

市町村（受診率

％に対し、下位17市町

20.0％と逆相関

傾向が見られた。クーポン券発送が個別勧
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神奈川県における子宮頸がん検診の現

子宮がん検診、

子宮頸がん予防ワクチンについての市

個別勧奨に関して、一般事業の子宮がん

検診と無料クーポン事業とを混同しやす

検診対象者の履歴を台帳管理することに

ついては、部局の枠を超えた対応が難し

無料クーポン事業で個別勧奨ができたの

だから、一般事業でも個別勧奨は可能な

はずであるが予算、人員の限界があり難

再勧奨についても、台帳管理の未整備が

参

市町村の担当者に発

市町村

広報誌による広報の

市町村の受診率平

％であり、広

宮がん検診受診率には貢献

。一方、子宮がん

17

の

使用率

市町

％と逆相関

傾向が見られた。クーポン券発送が個別勧

奨の一環と考えれば、個別勧奨の有用性が

期待

個別勧奨

と通常検診に分けて
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受診率(%) 

 
 

図４ 通常検診の個別勧奨あり＋クーポン再勧奨あり 7 市町村の受診率の変化 

 

受診率（％） 

 
 

図５ 通常検診個別勧奨なし 13 市町村の受診率の推移（O,P,R,T：クーポン再勧奨あり） 
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 地域・職場コミュニティーにおける子宮頸3.

がん予防に関する意識と、異なるサービ

ス下における頸がん検診、

接種受診状況に関する研究

 横浜市立大学医学部コミュニティーにお1）

ける子宮頸がん予防外来を受診した医

療関係者の意識の解析

解析対象とした

初回接種時の

51.6％と一般的集団に比して高く

団における健康意識の高さが確認された

一方で

定期的に検診受診している者は

あり、

ですら継続的な検診を受けていない傾向

が認められた

了時に行ったアンケート結果で、ワクチ

ン接種前には

診と答えた

受診率(%) 

 

図６ 通常検診の個別勧奨あり＋クーポン再勧奨なしの

地域・職場コミュニティーにおける子宮頸

がん予防に関する意識と、異なるサービ

ス下における頸がん検診、

接種受診状況に関する研究

横浜市立大学医学部コミュニティーにお

ける子宮頸がん予防外来を受診した医

療関係者の意識の解析

解析対象とした

初回接種時の子宮頸がん検診受診率は

％と一般的集団に比して高く

団における健康意識の高さが確認された

一方で、「受診した」と答えた者の中でも、

定期的に検診受診している者は

、がん予防に対する意識が高い集団

ですら継続的な検診を受けていない傾向

が認められた。また

了時に行ったアンケート結果で、ワクチ

ン接種前には検診未受診または不定期受

と答えた者の
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また、HPV ワクチン接種終

了時に行ったアンケート結果で、ワクチ

検診未受診または不定期受

者の 58.6％が HPV
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ですら継続的な検診を受けていない傾向
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了時に行ったアンケート結果で、ワクチ
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HPV ワクチン接
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団における健康意識の高さが確認された。
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種を契機に検診受診していた

がん検診受診率向上に必要なこと」とし

て

診できる医療機関の情報」（

診のための休暇」（

多くあった
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診で平日
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種を契機に検診受診していた
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て「費用補助制度

診できる医療機関の情報」（
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多くあった（表

 子宮頸がん検診の若年受診者増加への）

取り組み－

日検診の比較

平日検診と休日検診の割合は

診で平日 15,920

人（4.2％）、バス検診で平日

（70.4％）：休日

あり、提供されている予約枠とほぼ同一

の割合であった

施設検診で

休日 3.15％であり

がん発見率は

.43％で、いずれも
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平日検診と休日検診の割合は

15,920 人（95.8
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休日 39,424

提供されている予約枠とほぼ同一
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施設検診では、要精検率
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％）、バス検診で平日 93,564

39,424 人（29.6％）
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一方
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施設検診では休日の受診者年齢が低く

（平日：休日＝

t検定）、頸がん検診を不定期に受けてい

る女性が多く受診する傾向

43.1%:75.5% p<0.01)

では平日、休日受診者間で定期受診者の

割合に統計学

の、施設検診ほど顕著な差ではなかった。
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χ2 検定、p<0.01

バス検診では、要精検率

休日 1.08％、上皮内がんを

頸がん発見率は平日 0.07

％であり、有意差を認めなかった。

＞0.1）（図 8、

施設検診では休日の受診者年齢が低く

58.4 歳：44.7

検定）、頸がん検診を不定期に受けてい
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では平日、休日受診者間で定期受診者の
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平日：休日＝

バス検診

では平日、休日受診者間で定期受診者の

的有意差が認められたもの

施設検診ほど顕著な差ではなかった。

53.2

不定期受診者平日：

横浜市・相模原市におけ

る子宮頸がん予防対策とそのアウトカム

横浜市および相模原市における子宮頸

がん検診助成システムの概要を表

す

両市ともに無料クーポンが開始された

2009

り

10

模原市が

低率であり、その効果は十分と言えない

特に

横浜市

しく低率であった（表

精密検査対象者に対し

を行っている

比較すると相模原市

は

らず精密検査受診勧奨の重要性が示唆さ

れた

HPV

れた時期の接種率は横浜市において

76

率を示していた。

がん検診助成システムの概要を表

す。子宮頸がん検診受診状況の解析では

両市ともに無料クーポンが開始された

2009 年度以降の

り、ある程度の有効性が確認

10）。しかし無料クーポン券の利用率は相

模原市が 17～

低率であり、その効果は十分と言えない

特に 20 歳の利用率が相模原市

横浜市 10～15

しく低率であった（表

精密検査対象者に対し

を行っている

比較すると相模原市

は 58.9％と低率であり

らず精密検査受診勧奨の重要性が示唆さ

れた。 

HPV ワクチン接種に関し

れた時期の接種率は横浜市において

76.5％、相模原市では

率を示していた。

がん検診助成システムの概要を表

子宮頸がん検診受診状況の解析では

両市ともに無料クーポンが開始された

年度以降の検診受診率が

ある程度の有効性が確認

）。しかし無料クーポン券の利用率は相

～18％、横浜市が

低率であり、その効果は十分と言えない

歳の利用率が相模原市

15％と、30 歳以上に比べて著

しく低率であった（表 3）。

精密検査対象者に対し、

を行っている。両市の精密検査受診率を

比較すると相模原市 83.0

％と低率であり、

らず精密検査受診勧奨の重要性が示唆さ

ワクチン接種に関し、

れた時期の接種率は横浜市において

相模原市では 71

率を示していた。 

がん検診助成システムの概要を表 2

子宮頸がん検診受診状況の解析では

両市ともに無料クーポンが開始された

検診受診率が増加してお

ある程度の有効性が確認された（図

）。しかし無料クーポン券の利用率は相

％、横浜市が 21～26

低率であり、その効果は十分と言えない

歳の利用率が相模原市 6％前後、

歳以上に比べて著

）。 相模原市では

、受診の個別勧奨

両市の精密検査受診率を

0％に対し横浜市

、検診受診のみな

らず精密検査受診勧奨の重要性が示唆さ

、個別通知が行わ

れた時期の接種率は横浜市において

71.2％と高い接種

2に示

子宮頸がん検診受診状況の解析では、

両市ともに無料クーポンが開始された

増加してお

された（図

）。しかし無料クーポン券の利用率は相

26％と

低率であり、その効果は十分と言えない。

％前後、

歳以上に比べて著

相模原市では、

受診の個別勧奨

両市の精密検査受診率を

％に対し横浜市

検診受診のみな

らず精密検査受診勧奨の重要性が示唆さ

個別通知が行わ

れた時期の接種率は横浜市において

％と高い接種
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受
診
率

（

％

）

横浜市は

がある。 

両市ともに、

 ： 相模原市

0

5

10

15

20

25

30

1997

受
診
率

（

％

）

横浜市は 2006～2007

 

ともに、無料クーポンが開始された

相模原市から国に報告された受診率

1997 1998 1999

相模原市

横浜市

2007 年度の受診率が低下しているが、検診間隔が

クーポンが開始された

国に報告された受診率

1999 2000

相模原市

横浜市

図 10．子宮頸がん検診受診率の年度別推移

年度の受診率が低下しているが、検診間隔が

クーポンが開始された 2009 年度は受診率が上昇している。

国に報告された受診率 

2001 2002

．子宮頸がん検診受診率の年度別推移

15 

年度の受診率が低下しているが、検診間隔が

年度は受診率が上昇している。

2002 2003 2004

．子宮頸がん検診受診率の年度別推移

年度の受診率が低下しているが、検診間隔が 2 年に

年度は受診率が上昇している。

2004 2005 2006

．子宮頸がん検診受診率の年度別推移

年に 1 度に変更になった

年度は受診率が上昇している。 

2006 2007

．子宮頸がん検診受診率の年度別推移

度に変更になったことによる

2007 2008 2009

．子宮頸がん検診受診率の年度別推移 

ことによる可能性

2009 2010（年）

可能性

（年）



 

 女子大学生の子宮頸がん予防と行動に4.

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、

 20111）

果の比較（表

アンケートの回答率は、

630/660

（93.7%

った。

認知度

2013

5.4％、

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、2011 年度からの

2011～2013 年度の

果の比較（表４

アンケートの回答率は、

630/660 人（95.5%

93.7%）、2013 年は

った。2011～2013

認知度は、2011 年

2013 年 71.2%、ワクチン接種率は、

％、2012 年 13.5

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

年度からの 3 年間の比較－

年度の 3 年間の新入生の結

４、５） 

アンケートの回答率は、2011

95.5%）、2012 年は

年は 633/659 人（

2013 年新入生の

年 49.5％、2012

、ワクチン接種率は、

13.5％、2013 年

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

年間の比較－

年間の新入生の結

2011 年は

年は 593/633 人

人（96.1%）であ

年新入生の HPV ワクチン

2012 年 64.4%、

、ワクチン接種率は、2011 年

年 48.7％とそれ

16 

女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

年間の比較－ 

年間の新入生の結

人

であ

ワクチン

、

年

％とそれ

ぞれ

は公費助成対象者を含むため接種率は飛

躍的に増加した

一性の

定

78.9

していた

二乗検定ともに

の受診率はほとんどの学生が

り検診事業対象者でないことから

3.2

ぞれ増加傾向にあり、

は公費助成対象者を含むため接種率は飛

躍的に増加した

一性のχ二乗検定およびトレンド

定 p<0.001）。 

子宮頸がん検診の認知度

78.9％、2012 年

していた（均一性の

二乗検定ともに

の受診率はほとんどの学生が

り検診事業対象者でないことから

3.2％、2012年

増加傾向にあり、特に

は公費助成対象者を含むため接種率は飛

躍的に増加した（認知度、接種率ともに、均

二乗検定およびトレンド

 

子宮頸がん検診の認知度

年 76.9%、2013

（均一性のχ二乗検定、トレンド

二乗検定ともに p<0.001）。

の受診率はほとんどの学生が

り検診事業対象者でないことから

年2.4％、2013

特に 2013 年の新入生

は公費助成対象者を含むため接種率は飛

認知度、接種率ともに、均

二乗検定およびトレンドχ二乗検

子宮頸がん検診の認知度は、2011 年

2013 年 63.2%と低下

二乗検定、トレンド

。子宮頸がん検診

の受診率はほとんどの学生が 20 歳未満であ

り検診事業対象者でないことから、2011

2013年4.9％と低い値

年の新入生

は公費助成対象者を含むため接種率は飛

認知度、接種率ともに、均

二乗検

年

と低下

二乗検定、トレンドχ

子宮頸がん検診

歳未満であ

2011 年

％と低い値



にとどまった

「性教育のなかに子宮頸がん予防の内容

があったか」の質問に対し、

2012

えており、

定、トレンド

 20112）

の変化（表

2011

ぞれ総数

（回答率

アンケートに回答した

HPV

学時の

増加していた（

率は

年次

子宮頸がん検診の認知度は

入学時の

変化はなかった（

は 2011

年次

 

にとどまった。 

「性教育のなかに子宮頸がん予防の内容

があったか」の質問に対し、

2012 年 38.6%、2013

えており、増加していた

定、トレンドχ二乗検定ともに

2011 年度入学時と

の変化（表６） 

2011 年度入学時

ぞれ総数 660 名、

（回答率 95.5％）、

アンケートに回答した

HPV ワクチンの認知度は

学時の 49.5%から、

増加していた（p<0

率は 2011 年度入学時の

年次 14.3%に増加していた（

子宮頸がん検診の認知度は

入学時の 78.9%が

変化はなかった（p=0

2011 年度入学時の

年次 5.9%と増加していた（

 

「性教育のなかに子宮頸がん予防の内容

があったか」の質問に対し、2011

2013 年 58.9%が「あった」と答

していた（均一性の

二乗検定ともに p<0.001

年度入学時と 2 年後の現在

 

年度入学時、2013 年度

、663 名で、そのうち

、490 名（回答率

アンケートに回答した。 

ワクチンの認知度は、

、2013 年度

p<0.001）。 HPV

年度入学時の 5.4%

に増加していた（p<0

子宮頸がん検診の認知度は

が 2013 年度 3

p=0.322）。がん検診受診率

年度入学時の 3.2%が

と増加していた（p=0.

「性教育のなかに子宮頸がん予防の内容

2011 年 25.2%、

が「あった」と答

（均一性のχ二乗検

p<0.001）。 

年後の現在 3 年次

年度 3 年次それ

そのうち 630 名

名（回答率 73.9％）が

、 2011 年度入

3 年次 69.0%

HPV ワクチン接種

4%が 2013 年度

p<0.001）。 

子宮頸がん検診の認知度は、 2011 年度

3 年次 76.5%

がん検診受診率

が 2013 年度 3

.027）。 

17 

「性教育のなかに子宮頸がん予防の内容

、

が「あった」と答

二乗検

 

年次

年次それ

名

％）が

年度入

0%と

ワクチン接種

年度 3

年度

5%と

がん検診受診率

3

3）

費助成を受けることができた年代を含んでい

る。

定から、実際に各地方自治体での公費助成

導入時期、方法にはばらつきがあったことが

考えられる。このことから、高校時代

地によって、

る可能性を考え、

けて検討した。①

（103

（286

代）

が明記していない

公費助成が受けられた時期を有する

かつ高校時代に横浜市内に居住していた学

生

18

は

（③）

 2013 年度のワクチン接種と公費助成の）

関連の検討（図

2013 年度新入生にはワクチン接種の公

費助成を受けることができた年代を含んでい

る。2010 年 11

定から、実際に各地方自治体での公費助成

導入時期、方法にはばらつきがあったことが

考えられる。このことから、高校時代

地によって、HPV

る可能性を考え、

けて検討した。①

103 人）、②1

286 人）、③19

代）（121 人）とし、

が明記していない

公費助成が受けられた時期を有する

かつ高校時代に横浜市内に居住していた学

生（①）のワクチン接種率は

18 歳で横浜市以外に居住していた群

は 54.5%、19 歳以上の公費助成導入以前

（③）では 14.9%

年度のワクチン接種と公費助成の

関連の検討（図 11） 

年度新入生にはワクチン接種の公

費助成を受けることができた年代を含んでい

11 月の国の公費助成導入の決

定から、実際に各地方自治体での公費助成

導入時期、方法にはばらつきがあったことが

考えられる。このことから、高校時代

HPV ワクチン公費助成に

る可能性を考え、2013 年新入

けて検討した。①18 歳かつ横浜市内に居住

18 歳かつ横浜市以外に居住

19 歳以上（公費対象以前の世

人）とし、高校時代の居住地、年齢

が明記していない 123 人は除いて検討した。

公費助成が受けられた時期を有する

かつ高校時代に横浜市内に居住していた学

のワクチン接種率は

歳で横浜市以外に居住していた群

歳以上の公費助成導入以前

9%であった。 

年度のワクチン接種と公費助成の

年度新入生にはワクチン接種の公

費助成を受けることができた年代を含んでい

月の国の公費助成導入の決

定から、実際に各地方自治体での公費助成

導入時期、方法にはばらつきがあったことが

考えられる。このことから、高校時代の居住

ワクチン公費助成に差があ

年新入生を 3 群に分

歳かつ横浜市内に居住

歳かつ横浜市以外に居住

歳以上（公費対象以前の世

高校時代の居住地、年齢

人は除いて検討した。

公費助成が受けられた時期を有する 18

かつ高校時代に横浜市内に居住していた学

のワクチン接種率は 80.6%であった。

歳で横浜市以外に居住していた群（②）

歳以上の公費助成導入以前

 

年度のワクチン接種と公費助成の

年度新入生にはワクチン接種の公

費助成を受けることができた年代を含んでい

月の国の公費助成導入の決

定から、実際に各地方自治体での公費助成

導入時期、方法にはばらつきがあったことが

の居住

差があ

群に分

歳かつ横浜市内に居住

歳かつ横浜市以外に居住

歳以上（公費対象以前の世

高校時代の居住地、年齢

人は除いて検討した。

18 歳で

かつ高校時代に横浜市内に居住していた学

であった。

（②）

歳以上の公費助成導入以前
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 ソーシャルネットワークサイトを用いた若5.

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

動調査に関する研究

本研究事業のコンセプトに基づ

公開講座を

啓発団体「リボンムーブメント」

者募集

ジェクト”

SNS を利用し行った（

して男性が

関連イベントしては参加者に男性の比率が

高く、年代別では

30 代が

を促す事ができた。

SNS

月～2013

リクルートされた

がん予防プロジェクト

 

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

動調査に関する研究

本研究事業のコンセプトに基づ

公開講座を女子大学生の子宮

啓発団体「リボンムーブメント」

者募集を“横浜•神奈川子宮

ジェクト”の HP（http://kanagawacc.jp/

を利用し行った（

男性が 35％、

関連イベントしては参加者に男性の比率が

高く、年代別では

代が 13％と、ターゲットとする

を促す事ができた。

SNS を利用した調査研究では、

2013 年 3 月までの期間に、

リクルートされた127

がん予防プロジェクト

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

動調査に関する研究 

本研究事業のコンセプトに基づ

女子大学生の子宮

啓発団体「リボンムーブメント」と共催し、

“横浜•神奈川子宮頸

http://kanagawacc.jp/

を利用し行った（添付資料

％、女性が 65％と

関連イベントしては参加者に男性の比率が

高く、年代別では 10 代が 9％、

ターゲットとする

を促す事ができた。 

を利用した調査研究では、

月までの期間に、

127名、横浜・神奈川子宮頸

がん予防プロジェクト HP よりリクルートされた

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

本研究事業のコンセプトに基づいた市民

女子大学生の子宮頸がん予防

と共催し、参加

頸がん予防プロ

http://kanagawacc.jp/）や

資料 1、2）。結果と

％と頸がん予防

関連イベントしては参加者に男性の比率が

％、20 代が 56

ターゲットとする若者の参加

を利用した調査研究では、2012 年

月までの期間に、FB 広告より

名、横浜・神奈川子宮頸

よりリクルートされた

19 

ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防啓発と意識•行

市民

がん予防

参加

がん予防プロ

）。結果と

頸がん予防

関連イベントしては参加者に男性の比率が

56％、

参加

年 7

広告より

名、横浜・神奈川子宮頸

よりリクルートされた

116

ブサイト上でのアンケート調査を終了した。

参加者は、

67.9

較して

が

より高い学歴を有する女性が

口では

た、子宮頸がん予防と関連した意識・行動と

しては、研究参加者の
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http://kanagawacc.jp/

（協力団体）
神奈川県産科婦人科医会
神奈川県
神奈川県教育委員会
横浜市健康福祉局
横浜市立大学附属病院
日本対がん協会
子宮頸がん征圧をめざす専
門家会議
リボンムーブメント
NPO法人 キャンサーネット
ジャパン
神奈川県予防医学協会

横浜・神奈川
子宮頸がん予防プロジェクト

（添付資料１） 横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクトによる
SNSを利用した子宮頸がん予防意識・行動調査のイメージ

【ホームページのイメージ】

【フェイスブックを利用した
研究参加勧誘広告のイメージ】
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（添付資料２） 横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクトによる
市民公開講座の概要
2013年2月9日（土）＠横浜関内小ホール 14:00～16:00

主催 ：横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクト
共催 ：一般社団法人リボンムーブメント
後援 ：神奈川県、神奈川県教育委員会、神奈川県産科婦人科医会、公立大学法人横浜市立大学、

横浜市健康福祉局、子宮頸がん征圧を目指す専門家会議、公益財団法人日本対がん協会、
公益財団法人 神奈川県予防医学協会、NPO法人キャンサーネットジャパン
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人数 割合(% ) 神奈川県対象
女性(% ) P値

年齢 (歳)
16-17 4 1.6 7.4

<0.05
18-21 29 11.9 16.8
22-25 45 18.5 18.4
26-30 75 30.9 26.2
31-35 90 37.0 31.0

住居
横浜市 143 58.8 40.4

<0.05川崎市•相模原市 44 18.1 26.4
他の市町村 56 23.0 33.3

最終学歴
高校卒業未満 5 2.1 16.9 <0.05

高校卒業 47 19.3 34.5
高校卒業より上 190 78.2 47.3

表７ アンケートを終了した243人の女性の背景

16−35歳 n=243
人数 割合 (% ) 95%  CI

HPVを知っている
いいえ 78 32.1 26.2 -38.0

はい 165 67.9 62.0-73.8
HPV ワクチンを知っている

いいえ 47 19.3 14.4 -24.3
はい 194 79.8 74.8 -84.9

HPVワクチンを接種した
いいえ 206 84.8 80.3 -89.3

はい 30 12.3 8.2 -16.5
不明 6 2.5 0.5 -4.4

子宮頸がん検診を受けた
いいえ 51 21.0 15.9 -26.1

はい 158 65.0 59.0 -71.0
不明 1 0.4 0.0 -1.2

表８ アンケート終了243人の頸がんに関連した意識と行動

  



 考察D.

子宮頸がんの罹患数・死亡数は全国的

に増加、神奈川県では浸潤子宮頸がんの

死亡数・罹患数は横ばいであったが、子

宮頸部上皮内がんの罹患数は増加してい

た。神奈川県で

亡率、

は増加していた。診断時に臨床進行期が

Ⅲ・Ⅳ期と進行がんであった症例の割合

は、横浜市大産婦人科のデータでは

前後、日本産科婦人科学会悪性腫瘍報告

で 20%

少傾向はなかっ

れのデータも、対象の患者すべてを網羅

的に把握できていないという問題がある。

2013

よりこの問題が改善され、がん対策の効

果が具体かつ客観的に数値化されること

が期待される。

検診

名簿を作成し受診勧奨を行うことについ

ては、米国疾病対策予防センター（

Community Guide

り、乳がん、大腸がんと共に、子宮頸が

んでも有効と判断されている。実施を推

奨された最大の対策が、電話や手紙によ

る検診対象者への

勧奨であり、マスメディアによる具体性

を欠いた一方的な情報提供は勧められな

いとしている。

県の現状についても当てはまることを物

語っている。そして

すべての情報源の基盤となる台帳の未整

備が、

ない根本的な原因として挙げられる。ク

ーポン事業と通常検診事業という二つの

柱を有機的に回すことのできる台帳の整
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備を、部署を越えて行っていくことが重

要

意欲が感じ取れる回答がある一方で、

ンケート自体に回答のない自治体が存在

しており、また意欲があ

力に頼る一方で、担当者の度重なる変更

や予算や人員不足といった個人の力では

対応困難な場面がある現状が浮き彫りと

なった。個別勧奨を行いかつクーポンの

再勧奨を実施している

受診率の伸びが目立ったことは短期的に

受診率に貢献することを期待させる結果

であり、クーポンの消費期限つきインパ

クトを今後受診率増加効果にいかに繋げ

るかが重要であろう。

クーポン利用の効果を期待したい。検診
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期効果であると認識した上で、受診を妨
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変容＝実際の受診」の

要であり
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望した医療関係者の頸がん検診受診歴を調

査した。当初の推測通り、この集団での頸が

ん検診受診歴は日本の一般女性の受診歴

より高いものであったが、隣国の韓国や台湾

も含む先進諸外国に比較すると著しく低かっ

た。十分な知識と意欲を持つ者であっても実

際の検診受診までにはハードルを感じてい

る実態が浮かびあがった。同時に行ったアン

ケートでは、医療従事者ですら検診へのアク

セスに苦慮している様子が見受けられ、検診

率向上のためには、受診への利便性を提供

する事が必要と考えられた。また、多くの参

加者が HPV ワクチン接種を契機に検診受診

していることから、任意ワクチン接種は検診

受診の習慣付けの貴重な機会であり、今後

の子宮頸がん予防対策に利用できると考え

られた。  
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の取り組み－2 施設における平日検診と休

日検診の比較－」では、上記の医療関係者

に対する調査を受けて、検診受診の利便性

を高めることが検診の有効性向上に寄与す

るかを検証した。横浜市立市民病院検診セ

ンターの休日検診には平日に比して若年で

初回または不定期に検診受診する者が多く

含まれており、結果として検診の要精検率、

頸がん発見率が高くなっていた。休日検診

は子宮頸がん検診の有用性が高い集団を

呼び寄せている可能性が示唆された。一方

でバス検診では平日・休日間の差が認めら

れなかった。これはバス検診受診者では休

日検診でもリピーターが多いことが要因であ

ったと推測される。地域まで出張するバス検

診は利便性が高く、頸がん検診に慣れた女

性には受診しやすく、安定したサービスを提

供できている反面、検診未経験者はアメニテ

ィーの高いクリニックなどを好む心理があるの

であろう。検診受診率を向上させるためには

利便性の高い検診システムの構築が必要で

ある。「受診者が喜ぶサービスを提供する」

のみではなく、高リスクで検診の有用性が高

い若年の初回検診受診者、あるいは自発的

な受診行動が少ない高齢者など、勧誘しよう

とする対象に合わせた明確な目的を持って

戦略を練ることが必要と考えられた。「政令指

定都市横浜市・相模原市における予防対策

とそのアウトカムについての研究」では、頸が

ん予防の受診をためらう女性の背中を押す

ために有効な行政サービスのあり方は何か

を検討した。女性特有のがん検診推進事業、

いわゆる無料クーポンの配布は、個人勧奨

によって検診対象者の知識と態度の変容を

促すとともに、期限付きの補助を提供するこ

とで受診への行動を誘起する有効な手段と

考えられる。実際に無料クーポン配布開始

以降、両市における検診受診率は上昇して

おり、本政策の効果が認められる。しかしな

がら、検診上昇率がわずか 5〜6％であること

から、その効果は限定的と言わざるを得ない。

特に、20 歳のクーポン利用率は相模原市で

は 6％前後、横浜市でも 10～15％と著しく低

率であった。2014 年度以降はクーポン配布

対象が変わる予定となり、現在の方法を継続

するだけでは子宮頸がん検診受診率向上に

は不十分である。このような状況下で、横浜

市における 2012 年度の 20 歳・25 歳対象の

クーポン利用率がわずかではあるが上昇し

たことは注目に値する。この年横浜市は、20

歳・25 歳対象のクーポン配布時に、大学生

を中心とした子宮頸がん予防のピア・エデュ

ケーショングループが作成したパンフレットを

同封しており、同世代の若者によるメッセー

ジが受診を促す効果を奏したものと考えられ

る。ピア・エデュケーションの効果に関しては
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